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第１章  豊川市地域強靱化アクションプランの基本事項 

 

１ アクションプランの目的 

  豊川市地域強靱化計画（以下「強靱化計画」という。）の施策を確実かつ計

画的に推進するためには、毎年度、個別の施策の進捗を定量的に把握し、１年

間に取り組むべき具体的な個別の施策を立案・実施するというプログラムの

進捗管理を行うことが極めて重要です。このため、各プログラムの達成度や

進捗を把握する代表的な指標において、強靱化計画の第５章に基づき、その

具体的な取組みや内容や目標値を記載した「豊川市地域強靱化アクションプ

ラン」（以下「強靱化アクションプラン」という。）を定めました。 

  この強靱化アクションプランを毎年度検証することにより、ＰＤＣＡサイ

クルによる施策の進捗管理を行うとともに、必要に応じて、豊川市総合計画

や関連する個別計画等各種計画による施策を追加し、強靱化地域づくりの取

組を推進します。 

 このアクションプランは、「豊川市地震対策アクションプラン」（平成２ 

８年２月策定、平成３０年３月、令和２年４月、令和３年３月改訂）を基に、

強靱化計画の視点から再構成したものとなっており、強靱化計画の実施計画

という性格を有するものとなります。 

 

２ 計画の期間 

  強靱化アクションプランに定める期間は、豊川市地震対策アクションプラ

ンを基に平成２８年度から令和５年度までとし、毎年度施策の進捗管理を行

い、社会状況、事業の進捗状況等に合わせ、必要に応じ、見直しを図ることと

します。 

 

３ 強靱化計画における目標及び起きてはならない最悪の事態等 

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靱化基本法第 14 条において、本計画は、「国土強靭化基本計画との調和が保た

れたものでなければならない」と規定されており、国土強靱化基本計画及び愛

知県地域強靱化計画や基礎自治体の役割などを踏まえ、以下のとおり基本目

標を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ⅰ 人命の保護が最大限図られる 

 
Ⅱ 地域及び社会の重要な機能を維持する 

 

Ⅲ 市民の財産及び公共施設、産業・経済活動に係る被害をでき

る限り軽減する 
 
Ⅳ 迅速な復旧復興を可能とする 
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また、起きてはならない最悪の事態に関しては、８つの「事前に備えるべき目

標」と、その妨げになるものとして３９の「起きてはならない最悪の事態」を次

のように設定しました。 

 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

1 大規模自然災害が

発生したときでも

人命の保護が最大

限図られる 

1－1 大規模地震による建物の大規模倒壊や住宅密集

地における火災による死傷者の発生 

1－2 不特定多数が集まる施設の倒壊・火災 

1－3 津波・高潮による多数の死傷者の発生 

1－4 津波、台風や集中豪雨による広域かつ長期的な市

街地等の浸水による死傷者の発生 

1－5 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

1－6 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等を要

因とする多数の死傷者の発生 

2 大規模自然災害発

生直後から救助・

救急、医療活動等

が迅速に行われる          

（それがなされな

い場合の必要な対

応を含む） 

2－1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供

給の長期停止 

2－2 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・

救急活動等の絶対的不足 

2－3 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の

長期途絶 

2－4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生

による混乱 

2－5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ル

ートの途絶による医療機能の麻痺 

2－6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

3 大規模自然災害発

生直後から必要不

可欠な行政機能は

確保する 

3－1 被災による警察機能の大幅な低下等による治安

の悪化 

3－2 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

4 大規模自然災害発

生直後から必要不

可欠な情報通信機

能は確保する 

4－1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4－2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必

要な者に伝達できない事態 

5 大規模自然災害発

生後であっても、経

済活動（サプライチ

ェーンを含む）を機

能不全に陥らせな

い 

5－1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力

低下 

5－2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要な

エネルギー供給の停止 

5－3 陸・海の基幹的交通ネットワークの機能停止 

5－4 食料等の安定供給の停滞  
6 大規模自然災害発 6－1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）
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生後であっても、生

活・経済活動に必要

最低限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク

等を確保するとと

もに、これらの早期

復旧を図る 

や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能停止 

6－2 上水道等の長期間にわたる機能停止 

6－3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6－4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6－5 異常渇水等による用水の供給の途絶 

6－6 避難所の機能不足等により避難者の生活に支障

が出る事態 

  6－7 廃棄物処理事業の長期間にわたる機能停止 

7 制御不能な二次災

害を発生させない 

7－1 市街地での大規模火災の発生 

7－2 海上・臨海部の広域複合災害の発生 

7－3 沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交

通麻痺 

7－4 排水機場等の防災施設、ため池等の損壊・機能不

全による二次災害の発生 

7－5 有害物質の大規模拡散・流出 

7－6 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

7－7 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

8 大規模自然災害発

生後であっても、人

口や企業の流出を

回避し、地域社会・

経済が迅速に再建・

回復できる条件を

整備する 

8－1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により

復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8－2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、

ボランティア、労働者、地域に精通した技術者等）

や物資等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる

事態 

8－3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復

旧・復興が大幅に遅れる事態 

8－4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅

れる事態 

8－5 被災者の住居確保等の遅延により生活再建が遅

れる事態 
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第２章　豊川市強靱化アクションプラン

【１】大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

１－１　大規模地震による建物の大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
市営住宅耐震補

強工事の実施

地震発生後も市営住宅で継続

して生活できるように、市営

住宅耐震補強工事を実施す

る。

市営住宅の耐震補

強工事棟数
7【R3】 検討 検討 2

2

(計4棟)

2

(計6棟)

1

(計7棟)

1

(計8棟)

2

(計10棟)
11棟【R6】 建築課

2

旧耐震民間木造

住宅耐震化の促

進

耐震診断をしている民間住宅

の割合を増加させ、住宅・建

築物安全ストック形成事業を

推進する。

旧耐震民間木造住

宅耐震化率
82.0％【R3】 82.3 84.6 86.7 88.8 81.2 82.0 85.5 88.5 95％【R7】 建築課

3
密集市街地整備

の促進

密集市街地を対象に、防災対

策に資する計画的な都市基盤

を展開する。

密集市街地整備に

着手した地区
1地区【R3】 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 － 都市計画課

4

狭あい道路事業

による後退用地

等取得の推進

安全で良好な居住環境の確保

と災害に強いまちづくりの実

現に寄与するため、狭あい道

路拡幅工事を推進する。

狭あい道路事業に

よる後退用地等の

取得件数

22件【R2】
※R3の数値は未確定

16 16 17 13 22 25 25 25 25件／年【R5】

道路河川管理

課

都市計画課

5
土地区画整理事

業の推進

避難・延焼遮断空間の確保と

道路の解消のため、土地区画

整理事業等による公共施設の

整備を推進する。

土地区画整理事業

地区内の宅地整備

面積

115.8ha【R3】 100.5 107.5 109.3 112.4 114.2 115.8 118.2 121.8 124.0ha【R6】 区画整理課

窓ガラス飛散防止

フィルム貼付率

（市民意識調査）

9.3％【R3】 ― 9.6 ― 8.4 ― 9.3 ― 20 20％【R5】 防災対策課

窓ガラス飛散防止

フィルム貼付事業

実施件数

未実施【R3】 ― 32 46 7 未実施 未実施 15 15
15件／年

【R5】
防災対策課

7

飛散防止フィル

ムの貼付率（市

民意識調査）の

向上と実施件数

の増加

地震動によるガラスの飛散に

よる死傷被害等を防ぐことを

目的として、市民向けに窓ガ

ラス飛散防止フィルム貼付事

業を継続実施する。

所管課名
実施年度

番号 アクション名 アクション内容 現状値 目標値目標指標

5 



H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

8

とよかわ防災

リーダー（女性

防災リーダー含

む）養成講座の

実施

とよかわ防災リーダー及びと

よかわ女性防災リーダー養成

講座を実施し、修了者数を増

やす。

とよかわ防災リー

ダー（女性防災

リーダー含む）養

成講座の修了者数

718人【R3】 381 479 588 666 695 718 855 935 935人【R5】 防災対策課

9
地震防災訓練の

実施

行政機能の維持継続を図るた

め、市役所内で毎年１回地震

想定訓練を実施する。

地震防災訓練の実

施回数
1回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 1回／年【R5】 財産管理課

10

家具転倒防止対

策をテーマとし

た出前講座の開

催

家具転倒防止器具を取り付け

ている世帯の割合を更に高め

るため、家具転倒防止講習会

を実施する。

家具転倒防止対策

をテーマとした出

前講座の開催数

3回【R3】 ― 2 2 4 1 3 6 6 6回／年【R5】 防災対策課

11
耐震出前講座の

実施

建物耐震化率向上を目標とし

て、小学生を対象とした耐震

出前講座を実施し、住宅・建

築物安全ストック形成事業を

推進する。

耐震出前講座の開

催
5校【R3】 5 5 5 7 2 5 5 5 5校／年【R5】 建築課

12
空家等対策計画

の策定

空家等対策計画を策定し、倒

壊や火災の危険性のある空家

等に対し、適正管理及び除去

等により、空き家対策総合支

援事業、空き家再生等推進事

業を推進する。

空家等対策計画の

策定・事業実施
継続実施【R3】 実態調査 計画策定 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施【R9】 建築課

啓発活動の実施 0回【R3】 1 1 1 1 1 0 1 1 １回／年【R5】 消防本部総務課

登録店舗の加入促

進

計67件【R3】
※R1年度全体を調査し件

数を再確認

2

計34件

0

計34件

6

計40件

△9

計31件

36

計67件

0

計67件

17

計84件

16

計100件
計100件【R5】 消防本部総務課

13 消防団員の確保

消防団員確保を目的として、

加入促進啓発活動の実施や消

防団員の処遇改善を実施しま

す。また、福祉厚生の一環と

して消防団員へ割引等のサー

ビスを提供する消防団応援事

業所の加入促進を図る。

番号 アクション名 目標値 所管課名アクション内容 目標指標 現状値
実施年度

6 



H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

講習会の開催 1回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 １回／年【R5】 消防本部総務課

訓練の実施 1回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 １回／年【R5】 消防本部総務課

15
出火防止対策の

推進

発災時の火災発生を防止する

事を目的として、秋・春の火

災予防運動期間中はもちろ

ん、イベント等においても啓

発物品等を配布し火災予防を

啓発する。

火災予防啓発 実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 消防本部予防課

16
防災・減災啓発

活動の充実

各種訓練・イベントなどへの

積極的な参加及び啓発を、女

性防火クラブを軸として実施

する。

・総合防災訓練への参加

・門前一帯防火キャンペーン

・消防出初式参加

・火災予防運動に係る防火

キャンペーン

各種訓練・イベン

トなどへの積極的

な参加依頼

実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 消防本部予防課

17

豊川市消防団震

災等行動マニュ

アルの策定

平成２７年８月に制定した

「豊川市消防団震災等行動マ

ニュアル」を随時見直し、地

震が発生した際、消防団が機

能的に活動できるようにす

る。

豊川市消防団震災

等行動マニュアル

の見直し

検証【R3】 検証 検証 検証 検証 検証 検証 検証 検証 必要に応じて修正 消防本部総務課

14
消防団員の教育

内容の充実強化

消防団員の能力向上や意識向

上を目的として、消防団員講

習会の開催や訓練を実施す

る。

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名目標指標

7 



H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

18

災害想定区域か

らまちなかへの

転居の支援

土砂災害特別警戒区域等の災

害が想定される区域に家屋を

所有して居住する方が、豊川

市立地適正化計画に定める都

市機能誘導区域に家屋を取得

して転居する場合に、補助金

を交付する。

居住誘導区域の人

口密度

49人/ha

【H22】
※最新の数値がH22

－ － － 開始 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 49人/ha【R22】 都市計画課

19

要緊急安全確認

大規模建築物の

耐震改修促進

要緊急安全確認大規模建築物

の耐震改修促進のため、改修

費補助制度を創設し、建物所

有者へ耐震改修工事の実施を

促し、住宅・建築物安全ス

トック形成事業を推進する。

市内の全該当建物

所有者の耐震改修

工事の実施（該当1

件）

0.5件【R2】

計１件

（完了）

0 0 0

0.5

（2ヵ年

工事）

0.5

（2ヵ年

工事）

－ － － 1件【R2】 建築課

20

第二次スクリー

ニング計画の作

成

大規模盛土造成地を適切に評

価して優先度評価を行う。

第二次スクリーニ

ング計画の作成
― ー ー ー ー ー ー 作成 検証 作成【Ｒ4】 建築課

21

建築制限の厳し

い地域の土地利

用の促進

暫定用途地域を対象に、防災

対策を含め計画的な都市基盤

を展開する。

建築制限の厳しい

地域の規制緩和
2地区【R3】 1 1 1 1 1 2 2 2 － 都市計画課

22 無電柱化の推進

災害の防止、安全かつ円滑な

交通の確保、良好な景観の形

成等を図るため、無電柱化

を推進する。

無電柱化推進計画

の策定
検討【R3】 ー ー 検討 検討 検討 検討

計画

策定
未定

計画策定

【R4】
都市計画課

23
大規模盛土造成

地マップの作成

大規模盛土造成地マップを作

成し、滑動崩落被害に対する

市民の防災意識を高める。

大規模盛土造成地

マップの作成
検証【R3】 － － 作成 検証 検証 検証 検証 検証 検証【R5】 建築課

目標指標 現状値
実施年度

目標値 所管課名番号 アクション名 アクション内容
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１－２　不特定多数が集まる施設の倒壊・火災

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
非構造部材の耐

震対策の推進

地震による内外壁や吊り天井

などが落下や脱落しないよう

に、市役所本庁舎・北庁舎の

非構造部材落下対策を推進す

る。

本庁舎・北庁舎の

非構造部財等耐震

対策

検討【R3】 検討 検討 検討 検討 検討 検討 検討 検討

大規模改修に合

わせて整備

【時期未定】

財産管理課

2
非構造部材の耐

震対策の推進

地震による内外壁や吊り天井

などが落下や脱落しないよう

に、非構造部材及び付属物の

耐震対策を計画的に実施す

る。

学校の非構造部材

等耐震対策
２校【R3】 1 2 2 0

（調査）

2 2 2 2 ２校/年【R5】 教育庶務課

3
校舎の耐震化の

促進

児童・生徒が安全で安心な学

校生活を送るため、老朽化が

激しい既設校舎の改築や大規

模改修を実施する。

既設校舎の改築や

大規模改修
１校【R3】 1 1 1 1 設計 1 2 2 １校/年【R5】 教育庶務課

4

御津２区臨海工

業用地避難誘導

装置(のろしグ

ナル)の整備

御津２区臨海工業用地で操業

している企業の従業員、公園

等を訪れている市民等や三河

湾を航行している船舶に津波

警報等が発令されたことを周

知し、避難を促すため、避難

用高台に赤色灯及び煙による

避難誘導装置（のろしグナ

ル）を設置する。

避難誘導装置（の

ろしグナル）の設

置

検証【R3】 － 検討 検討 設置 設置・訓練 検証 訓練 検証 訓練【R4】 防災対策課

5

(新規)体育施設

非構造部材の耐

震対策の推進

地震による内外壁や吊り天井

などが落下や脱落しないよう

に、非構造部材及び付属物の

耐震対策を計画的に実施す

る。

体育施設の非構造

部材耐震対策
検討【R3】 ― ― ― ― ― 検討

実施設計1

基本設計1

工事1

実施設計1

整備完了２施設

【R６】
スポーツ課

目標値 所管課名現状値
実施年度

目標指標番号 アクション名 アクション内容
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１－３　津波・高潮による多数の死傷者の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
津波避難ビルの

指定

津波・高潮による浸水の危険

性がある地域に津波避難ビル

を3箇所(消防署南分署、御津

南部小学校、小坂井西小学校)

指定する。

津波避難ビルの指

定
検証【R3】

3

(指定)
検証 検証 検証 検証 検証 検証 検証 － 防災対策課

2
避難用高台の整

備

御津2区臨海工業用地で操業し

ている企業の従業員や公園等

を訪れている市民等を守るた

め避難用高台を整備する。

避難用高台整備 整備【R１】 － － 検討 整備 整備【R1】
防災対策課

道路建設課

3 橋梁点検の実施

道路橋梁の耐震化、老朽化対

策のため、橋梁点検を実施す

る。（２巡目）

橋梁点検箇所数 366橋【R3】 40 206 366 533 715 715橋【R5】 道路河川管理課

4
橋梁補修工事の

実施

道路橋梁の耐震化、老朽化対

策のため、橋梁補修工事を実

施する。

橋梁補修工事箇所

数
59橋【R3】 － 22 31 39 50 59 － － － 道路河川管理課

5
津波避難訓練の

実施

津波避難経路図を基に津波避

難経路の周知徹底を行うとと

もに、自主防災会における津

波避難訓練を実施する。

津波避難訓練実施

の自主防災会数

（対象地区）

1団体【R3】 6 5 5 4 1 1 8 8 8団体/年【R5】 防災対策課

6
河川監視カメラ

の設置

川の増水や氾濫等に対する水

防活動の判断や避難行動の参

考となるよう、河川監視カメ

ラの整備をする。

河川監視カメラの

設置基数

国:44箇所【R3】

県:0箇所【R3】

市:8箇所【R3】

国：42箇所

県：0箇所

市：7箇所

国：45箇所

県：0箇所

市：7箇所

国：45箇所

県：0箇所

市：7箇所

国：45箇所

県：0箇所

市：8箇所

国：45箇所

県：0箇所

市：8箇所

国：44箇所

県：0箇所

市：8箇所

国：44箇所

県：0箇所

市：8箇所

国：44箇所

県：0箇所

市：8箇所

国:44箇所【R5】

県:0箇所【R5】

市:10箇所【時期未

定】

道路河川管理課

7

津波災害時の消

防団活動・安全

管理マニュアル

の策定

平成２７年８月に制定した

「津波災害時の消防団活動・

安全管理マニュアル」を随時

見直し、津波災害が発生した

際、消防団が機能的に活動で

きるようにする。

津波災害時の消防

団活動・安全管理

マニュアルの見直

し

検証【R3】 検証 検証 検証 検証 検証 検証 検証 検証 必要に応じて修正 消防本部総務課

所管課名目標指標 目標値現状値
実施年度

アクション名 アクション内容番号
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

8

緊急輸送路や幹

線道路ネット

ワークの整備

国道23号蒲郡BP・国道151号

一宮BP・東三河環状線等の整

備促進、上宿樽井線・桜町千

両線、御津為当線、城跡市役

所線等の整備を推進する。

都市計画道路整備

率

60.8％【R2】
※R3の数値は未確定

55.7 56.2 56.2 56.4 60.8 58.5 59.0 59.5 59.5％【R5】

道路建設課

都市計画課

八幡地区まちづ

くり推進室

9 市道の整備

避難の円滑化を図るため、穂

ノ原六角線・上長山一宮線・

野中公園付近人道橋・公園橋

人道橋・宮前橋・宿佐平山２

号線・長沢沢尻２号線等の整

備を行う。

市内道路改良率
71.6％【R2】
※R3の数値は未確定

71.1 71.2 71.4 71.5 71.6 72.7 73.0 73.3 73.3％【R5】

道路建設課

八幡地区まちづ

くり推進室

10
愛知御津駅に自

由通路等を建設

鉄道線路で分断される沿岸部

からの避難路を確保するため

愛知御津駅に自由通路及び駅

前広場を建設する。

自由通路を含む駅

前広場の整備
継続実施【R3】 － 調査 調査 設計 設計 継続実施 継続実施 継続実施 建設完了

【時期未定】

都市計画課

11

御津１区工業団

地避難用階段の

整備

御津１区臨海工業用地で操業

している企業の従業員や公園

等を訪れている市民等が迅速

に避難できるよう避難用階段

を設置する。

避難用階段の設置 設置【R3】 － － － － 実施設計 設置 検証 検証 設置【R3】

防災対策課

企業立地推進課

道路建設課

目標値 所管課名
実施年度

目標指標 現状値番号 アクション名 アクション内容
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１－４　津波、台風や集中豪雨による広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
洪水ハザード

マップの作成

水位周知河川について、最新

の浸水想定区域図が公表され

た場合、ハザードマップを作

成する。

洪水ハザードマッ

プの作成

豊川・豊川放水

路２河川

【H29作成】

検証 作成 検証 検証 検証 検証 作成 検証
水位周知河川す

べて【R4】

防災対策課

道路河川管理課

2

避難勧告等の発

令に着目したタ

イムラインの策

定

河川ごとに洪水を対象とした

避難勧告等の発令に着目した

タイムラインを河川管理者で

ある国、県と策定し的確な発

令の実施する。

避難勧告等の発令

に着目したタイム

ライン策定河川

豊川・豊川放水路２

河川【H29作成】

佐奈川・音羽川

2河川【H30作成】

検証 作成 作成 検証 検証 検証 検証 検証

水位周知河川す

べて（４河川）

【H30】

防災対策課

道路河川管理課

3
浸水案内看板等

の設置

豊川霞堤からの浸水等に対

し、避難行動の参考となるよ

う浸水案内看板及び路面標示

を整備する。

浸水案内看板及び

路面標示の設置箇

所数

浸水案内看板

14箇所【R3】

路面標示

 ３箇所【R3】

看板 0箇所

標示 0箇所

看板 0箇所

標示 0箇所

看板 14箇所

標示   0箇所

看板 14箇所

標示   3箇所

看板 14箇所

標示   3箇所

看板 14箇所

標示   3箇所

看板 14箇所

標示   3箇所

看板 14箇所

標示   3箇所

浸水案内看板 14箇所

路面標示 3箇所
道路河川管理課

4

地籍調査(津波

等災害対応)の

実施

土地(官民)の境界を確定する

ことにより災害及び復興の迅

速化を図る。

地籍調査(津波等災

害対応)の実施
－ ― ― ― 0.014

㎢

0.014

㎢

0.048

㎢

0.048

㎢

0.095

㎢

御津地区

0.095㎢

【R5】

道路河川管理課

現状値
実施年度

目標指標 目標値 所管課名番号 アクション名 アクション内容

12 



１－５　大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
土砂災害避難訓

練の実施

発災時に発生することが予想

される土砂災害に適切な避難

行動等がとれることを目的と

して避難訓練を実施する。

土砂災害防災訓練

の実施回数
0回【R3】 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年 0回/年 0回/年 １回/年 １回/年 1回／年【R5】 道路河川管理課

2

農業用ため池ハ

ザードマップの

作成

地震や集中豪雨などにより堤

体が決壊した場合の被害を周

知し、周辺住民の防災意識の

向上を図るため、農業用ため

池ハザードマップを作成す

る。

農業用ため池ハ

ザードマップの作

成箇所数

2箇所【R3】

（計20箇所）
－

作成

(6箇所)
検証

作成

(12箇所)
検証

作成

(2箇所)

作成

(2箇所)
ー 必要に応じて作成 農務課

3
農業用ため池の

耐震化等の整備

周辺住民の生命・財産を守る

ため、農業用ため池や調整地

について老朽化対策や地震対

策を推進する。

農業用ため池の耐

震化等の整備
検証【R3】 検討 1箇所

1箇所
(計２箇所)

検証 検証 検証 検証 1箇所 必要に応じて整備 農務課

現状値
実施年度

目標指標 所管課名目標値番号 アクション名 アクション内容
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１－６　情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等を要因とする多数の死傷者の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

とよかわ安心

メールの登録推

進

災害時の情報伝達の充実を目

的とし、とよかわ安心メール

の登録を推進する。

とよかわ安心メー

ルの登録者数

約35,000人

【R3】

※2021.12

26,400 27,100 28,200 32,600 33,600 35,000 36,000 37,000
37,000人

【R5】
防災対策課

2

防災教育（中学

１年生対象）の

実施

災害に対する知識と的確な避

難行動の知識を教育・啓発す

るため、全中学１年生に対す

る防災教育を推進する。

中学１年生への防

災教育の実施

5中学校

【R3】
10 10 3 5 2 5 10 10

全中学校(１０

校)/年【R5】
防災対策課

3
河川監視カメラ

の設置
１－３－６を再掲

4

とよかわ安心メール

（外国語情報）の登

録推進

災害時、日本語が通じない外国人被災者

に対する情報提供手段のひとつである

「とよかわ安心メール（外国語情報）」

の登録を推進する。

とよかわ安心メー

ル(外国語情報)登録

件数の増加

957人【R3】 235 324 416 547 805 957 1050 1,150 1,150人【R5】 市民協働国際課

5

防災情報伝達シ

ステムの見直

し・更新・再構

築

災害時に住民への確実かつ円滑な情報伝

達を可能とすること、また電波法改正に

対応することを目的とし、情報伝達シス

テムの全体的な見直しを行い、現在使用

している同報系防災行政無線、戸別受信

機、移動系防災行政無線などのシステム

の更新及び最善の情報伝達システムの構

築・整備を行う。

同報系、移動系無

線整備

整備完了

(移動系・同報系)

【R3】

基本計画 －
基本設計

(同報系)

実施設計

(同報系)

整備
（同報系）

実施設計

（移動系）

整備完了 運用 運用 整備完了【R3】 防災対策課

6

災害用ホーム

ページ予備サー

バの設置

災害時における情報発信力を

強化するため、ホームページ

データ用の予備サーバを設置

する。

予備サーバの設置 設置【R1】 設置 設置【R1】 秘書課

7

（新規）避難行動

要支援者に対する

個別避難計画の作

成

災害発生時に自ら避難することが困難

な方に対して、個別避難計画を作成す

る。特にリスクが高い方については福

祉専門職が主体となり計画を作成す

る。

福祉専門職による

個別避難計画作成

件数

―【R3】 ― ― ― ― ― ― 90件

104件

(計194

件)

194件【R5】
介護高齢課

福祉課

8

(新規)ドローン

災害対応システ

ムの構築と運用

東三河ドローン・リバー構想推進協議会の災害対応研

究会において「ドローン災害対応システム」を構築

し、円滑な災害情報収集体制を確立し、またそれを活

用した訓練を実施する。システムは市の防災ドローン

航空隊のほか、地域の関連団体や企業が収集する災害

状況の空撮画像を災害対策本部に収集、集約、また実

動部隊へ展開する。

ドローン災害対応システ

ムの構築、社会実装、訓

練実施、システムを横展

開する人材の育成

システム設計完了

【R3】
― ― ― ―

研究会立

ち上げ

システム

設計、実

証実験

システム

構築、実

証実験

運用、訓

練実施

整備完了【R4】

運用、訓練、人

材育成【R4～】

防災対策課

現状値
実施年度

目標指標 所管課名目標値番号 アクション名 アクション内容
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【２】大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる。（それがなされない場合の必要な対応を含む）

２－１　被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

緊急輸送道路の

橋梁の耐震化

（県）

緊急輸送道路等における重要

な橋梁本体の耐震補強を推進

する。

緊急輸送道路の橋

梁の耐震化（県）
2橋【R3】 1 1 1 1 1 2 4 5 ５橋【R5】 道路河川管理課

2

豊川市広域受援

マニュアルの策

定

大災害により他市町村等から

の支援を受ける際に、円滑に

受けれられることを目的と

し、広域受援マニュアルを策

定する。

豊川市広域受援マ

ニュアルの策定
検証【R3】 策定 検証 検証 検証 改定 検証 検証 検証 必要に応じて改定 防災対策課

3
非常用食料備蓄

目標の達成

備蓄計画に基づき、必要とさ

れる食料・飲料水等の備蓄を

推進する。

非常用食料備蓄目

標達成率
100％【R3】 100 100 100 100 100 100 100 100

100％を維持

【R5】
防災対策課

4
災害時の相互応

援体制の充実

相互支援による協力体制強化

を目的として、自治体間相互

応援協定の締結を推進する。

災害時の応援協定

締結自治体数

46自治体

【R3】
三遠南信38、自治体間協定6

長岡市、掛川市

31 31 33 46 46 46 46 47 47自治体【R5】 防災対策課

5
水道管の耐震化

率の向上

水道施設の機能維持または早

期回復を目的として、耐震化

率の低い水道管を計画的に耐

震管へ布設替し、安全な水を

提供する。

水道管の耐震化率
29.6％【R2】
※R3の数値は未確定

25.9 27.1 28.1 29.0 29.6 30.8 32.0 33.2 33.2％【R5】 水道整備課

6

社会福祉施設に

配備する資機

材・備蓄品等に

ついての整備計

画の策定

社会福祉施設に配備する資機

材・備蓄品等についての整備

計画を策定し、災害時に備え

る。

資機材・備蓄品等

整備計画
策定【R3】 ― 検討 検討 検討 検討 策定

検討
随時見直し

検討
随時見直し

策定【R3】

福祉課

介護高齢課

防災対策課

7

学校給食セン

ターでの炊き出

し体制の強化

災害時の迅速な食糧配給を目

的として、炊き出し訓練の実

施や体制整備を実施する。

炊き出し訓練の実

施
１回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 １回／年【R5】 学校給食課

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

8
防災協力事業所

の締結

事業所等が保有する資源を地

域の重要な防災力と考え、

市、事業所等、地域が連携し

た防災協力体制の強化を図る

ため、防災協力事業所の締結

を推進する。

防災協力事業所締

結数

3件

計31件【R3】

7

(計18件)

０

(計18件)

2

(計20件)

4

(計24件)

4

(計28件)

3

(計31件)

2

(計33件)

2

(計35件)
２件／年【R5】 防災対策課

9

緊急輸送道路や

基幹道路ネット

ワークの整備

１－３－８再掲

10 市道の整備 １－３－９再掲

11
愛知御津駅に自

由通路等を建設
１－３－１０再掲

12 無電柱化の推進 １－１－２２再掲

実施年度
目標値 所管課名番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
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２－２　自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
防災ドローン航

空隊の結成

災害発生時、対応検討のため

の情報収集手段として防災ド

ローン航空隊を整備し、効果

的な運用をする。

防災ドローン航空

隊の結成
運用【R3】 －

結成

(17名)

運用

(計32名)

運用

(計60名)

運用

(計74名)

運用

(計77名)
運用 運用 運用【R5】 防災対策課

2
消防車両の計画

的更新

消防車両を計画的に更新整備

し、発災時の活動能力を向上

させる。

消防車両の計画的

更新
４台【R3】 3 2 5 4 4 4 2 7 ３～7台／年【R5】 消防本部総務課

3
耐震性貯水槽の

整備

耐震性貯水槽を計画的に設置

し、消防水利の多元化並びに

消防力の強化を図る。

耐震性貯水槽の整

備
198基【R3】 192 193 195 196 197 198 198 199 199基【R5】 消防本部総務課

4
救助・救急体制

の強化

救急活動に必要となる、救助

資器材、高度救急処置資器

材、潜水・水難救助資器材等

の充実を図り、日常的な取り

扱い訓練を実施する。

活動能力向上に向

けた訓練の実施
実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】

消防本部総務課

消防署

5
地区防災活動拠

点の整備

地震災害時の自衛隊・警察・

消防をはじめとする応援隊の

受入体制整備の強化を目的と

して、地区防災活動拠点２施

設とし、人員・資機材・物資

の集結に必要な場所を確保す

る。

地区防災活動拠点

数

2箇所【R3】

(赤塚山公園、ス

ポーツ公園)

2 2 2 2 2 2 2 2 2箇所【R5】 公園緑地課

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標 所管課名
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

6
緊急消防援助隊

受援体制の強化

地震発生後に緊急消防援助隊

を円滑に受け入れるため、

「豊川市緊急消防援助隊受援

計画」を必要な都度見直しを

図り、応援部隊の集結場所の

確保や適正な部隊運用等円滑

な受け入れ体制を構築する。

豊川市緊急消防援

助隊受援計画の運

用

検証【R3】 検討 策定 検証 検証 検証 検証 検証 検証
必要に応じて修正

【R5】

消防本部総務課

消防署

7
消防署本署の建

替

耐震性・耐久性及び安全性を確保

し、災害時の活動拠点施設として

の機能確保を目的として、消防署

本署を建設する。

消防署本署の建替 基本計画【R3】 調査研究 整備検討 基本計画 基本設計 実施設計
消防署本署の

建替【R6】
消防本部総務課

8

総合保健セン

ター（仮称）の

建設

大規模災害発生時における医

師会等の活動拠点を整備し、

災害救助活動の迅速化を図

る。

総合保健センター

（仮称）の建設

基本計画

【R3】

（策定済）

基本

設計

実施

設計

総合保健センター

（仮称）の建設

【R7】

保健センター

9

ドローン災害対

応システムの構

築と運用

１－６－８再掲

現状値
実施年度

目標値目標指標番号 アクション名 所管課名アクション内容

基本構想

【R2・R3】

基本計画

【R3】
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２－３　救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

緊急輸送道路や

基幹道路ネット

ワークの整備

１－３－８再掲

2 市道の整備 １－３－９再掲

3 無電柱化の推進 １－１－２２再掲

２－４　想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生による混乱

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
帰宅困難者用防

災倉庫の設置

電車不通により帰宅困難者に

対する支援策として、鉄道各

社の駅周辺へ帰宅困難者用防

災倉庫を設置し、備蓄食糧等

を配備する。

帰宅困難者用防災

倉庫設置数

（豊川駅、国府

駅）

検討【R3】 2 検討 検討 検討 検討 検討 検討 3 計3箇所【R5】 防災対策課

2
指定緊急避難場

所看板の設置

平成31年2月に災害対策基本法

第49条の4第1に基づく指定緊

急避難場所を指定したことに

伴い看板を更新し設置する。

指定緊急避難場

所看板の更新

274箇所

【R3】
－ － － 77

196
（計273）

1
（計274）

－ － 計274箇所【R3】 防災対策課

3

避難場所として

の新規都市公園

整備

大規模自然災害発生時の緊急

避難場所を確保するため、土

地区画整理事業地区内の公園

を整備する。

新規に供用開始し

た都市公園数

5公園【R3】
(大木１号公園、平尾南公

園、三明公園、駅東電車

通り公園、二丁目もみの

き公園)

－ － 3 3 4 5 6 7 計7公園【R5】 公園緑地課

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

現状値
実施年度

目標値 所管課名目標指標番号 アクション名 アクション内容
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２－５　医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
トリアージ訓練

の実施

豊川市民病院は、災害時多く

の患者を受け入れることとな

るため、大規模地震を想定し

たトリアージ（負傷者選別）

訓練を実施する。

トリアージ訓練の

実施
0回【R3】 ― 1 1 1 0 0 1 1 １回/年【R5】 市民病院

2
地下水利用シス

テムの導入

豊川市民病院は、災害時にお

いても継続して医療を提供す

るため、平成２９年７月に導

入した地下水利用システムの

安定運用を継続し、備蓄水の

確保を推進する。

地下水利用システ

ムの安定運用
継続【R3】 ― 導入 継続 継続 継続 継続 継続 継続 安定運用を継続 市民病院

3

避難行動要支援

者の受入に関す

る社会福祉施設

との協定の締結

避難行動要支援者が二次的に

避難する場所を確保するた

め、社会福祉施設などとの福

祉避難所に関する協定の締結

を推進する。

福祉避難所として

避難行動要支援者

の受入に関する協

定を締結した社会

福祉施設

計14施設

【R3】
― 14 14 14 14 14 ― ― 協定の締結

介護高齢課

福祉課

4
災害時の医療機

能の確保・充実

市災害対策本部の要請で市内

に臨時救護所を三師会や外部

の応援組織の協力の下に立ち

上げ、応急救護活動を実施す

る。

医師会等関係機関

との合同防災訓練

の実施

１回【R3】 検討 検討 1 1 1 1 1 1 １回/年【R5】 保健センター

災害時保健活動マ

ニュアル充実に向

けた関係機関との

会議の回数

0回【R3】 1 1 1 1 1 0 1 1 １回／年【R5】 保健センター

情報伝達訓練の回

数（豊川保健所主

催）

0回【R3】 1 1 1 1 1 0 1 1 １回／年【R5】 保健センター

南海トラフ地震時

保健医療活動訓練

の回数(愛知県主

催）

0回【R3】 1 1 1 1 1 0 1 1 １回／年【R5】 保健センター

目標指標番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名

5
災害時保健活動

体制整備の推進

災害発生時に被災者への健康

支援が円滑に行えるよう、災

害時保健活動マニュアルの見

直しを実施する。

保健センターの職員配置等体

制の変化に応じて豊川市地震

対策業務継続計画（BCP)を見

直し、専門職等職員の受け入

れについて愛知県や豊川保健

所と連携し体制整備を図る。
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２－６　被災地における疫病・感染症等の大規模発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
液体消毒液の備

蓄
液体消毒液の備蓄 93本【R3】 ― 47 95 95 95 93 94 94 94本【R5】 防災対策課

2
汚物処理キット

の備蓄

汚物処理キットの

備蓄
95セット【R3】 ― 95 95 95 95 95 95 95 95セット【R5】 防災対策課

3
遺体の処理体制

の確保

災害時、遺体搬送に必要な資

機材や葬祭用具の確保等が適

切に行われる体制の整備を目

的として、災害時応援協定を

締結した葬祭業者と協力し、

訓練などを実施する。

遺体搬送に関する

防災訓練の実施
検討【R3】 ― ― 検討 検討 検討 検討 検討 1 １回【R5】

環境課

防災対策課

市民課

4

火葬場連絡協議

会及び訓練への

参加

愛知県内の火葬場での相互応

援協定に基づき、連絡協議会

及び訓練に参加することで、

災害発生時の遺体の円滑な火

葬実施及び公衆衛生を図る。

防災訓練の実施 １回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 １回／年【R5】 環境課

5

災害時における

二次健康被害を

最小化にするた

めの体制整備

避難所等や在宅被災者への健

康支援（医療、保健衛生、生

活環境改善）、メンタル面の

ケアや予防の体制を災害時保

健活動マニュアルの見直しに

あわせ整備を図る。

保健所と連携した

勉強会の開催回数
0回【R3】 1 1 1 1 1 0 1 1 １回／年【R5】 保健センター

6

新型コロナウイ

ルス感染症対策

資機材の整備

避難所等において感染症対策

に必要となる資機材（マス

ク、手指消毒液、赤外線体温

計、使い捨て手袋、感染予防

着、蓋付きごみ箱、送風機）

を購入、配備する。

感染症対策資機材

の備蓄

マスク30,000枚、手指消

毒液200本、赤外線体温計

95台、手袋600枚、感染予

防着600枚、蓋付きごみ箱

100個、送風機96台

【R2】

購入 － －
更新

期限がある物品の

更新（マスク、消

毒液）

マスク30,000枚、手指消毒

液200本、赤外線体温計95

台、手袋600枚、感染予防着

600枚、蓋付きごみ箱100

個、送風機96台【R5】

防災対策課

災害発生時の生活環境の悪

化、被災者の抵抗力の低下等

による感染症等の発生を抑え

るため、感染症に関する資機

材の整備をする。

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標
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【３】大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

３－１　被災による警察機能の大幅な低下等による治安の悪化

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
防犯ボランティ

ア団体の充実

地域のおける防犯活動の強化

のため、防犯ボランティア団

体数を充実させる。

防災ボランティア団

体数
35団体【R2】 34 33 34 35 35 35団体【R2】 人権交通防犯課

2

災害時防犯体制

の強化（防災訓

練の実施）

災害時、空き巣や店舗荒ら

し、自販機荒らしなどを抑止

し、地域の安全・安心の確保

に向けて、豊川警察署との協

力体制の強化を推進する。

防災訓練の実施 1回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 1回／年【R5】
人権交通防犯課

防災対策課

３－２　市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

豊川市地震対策

業務継続計画の

策定・見直し

発災時、業務の継続と早期復

旧を図るための豊川市地震対

策業務継続計画（BCP)の策

定・見直しをする。

豊川市地震対策業務

継続計画の策定・見

直し

見直し【R3】 見直し 検討 検討 検討 検討 見直し 検討 検討 必要に応じて修正 防災対策課

2
防災センターの

建設

市の災害対策本部機能強化及

び地域防災力の強化を目的と

して、防災センターを建設す

る。

防災センターの建設 建設完了【R1】 実施設計 建設工事 建設完了 建設完了【Ｒ1】 防災対策課

3

豊川市広域受援

マニュアルの策

定

２－１－２を再掲

4
停電時初動対応

訓練の実施

市役所において、災害等によ

り生じた停電時における行政

機能の維持を目的として、非

常用電源設備のみによる電源

供給の環境下で業務継続訓練

を毎年１回実施する。

停電訓練の実施 1回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 1回／年【Ｒ5】 財産管理課

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標指標

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標指標

所管課名

目標値 所管課名

目標値
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

5

り災証明等の迅

速発行を行うた

めの研修の実施

災害時の迅速な証明書発行を

目的として、年に１回、被害

調査から証明書発行までの一

連の研修を行う。

被災時の証明書発行

研修の開催
1回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 1回／年【R5】

資産税課

情報システム課

市民課

防災対策課

市民税課

収納課

6
実践的な防災訓

練の実施

集客施設の災害軽減を目的と

して、舞台管理業者、施設管

理業者と共に地震を想定した

防災訓練（避難訓練）を実施

する。

防災訓練（避難訓

練）の実施
１回【R3】 0 0 1 1 1 1 1 1 1回／年【R5】 文化振興課

7

職員の防災意

識、防災知識の

向上

職員の防災意識改革及び防災

知識向上を目的として、豊川

市の防災対策全般や、災害時

の職員の行動等の研修を行

う。（一般職員後期研修）

防災をテーマとした

職員研修の実施
1回【R3】 1 ― 1 1 1 1 1 1 1回／年【R5】

防災対策課

人事課

情報収集訓練の実施 0回【R3】 0 0 0 0 0 0 1 1 １回／年【R5】
市民課

防災対策課

住民基本台帳調製 ２回【R3】 2 2 2 2 2 2 2 2 ２回／年【R5】
市民課

防災対策課

9

文化財（防災）

台帳の整備・更

新

貴重な文化財を守ることを目

的として、災害発生時におけ

る被害状況の確認や緊急搬出

等に対応できるよう文化財

（防災）台帳を整備・更新す

る。

文化財（防災）台帳

整備
実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 生涯学習課

行方不明者に関する情報収集

や相談を的確に行うことを目

的として、情報収集訓練等を

実施する。また、電子データ

での保管だけではなく、紙媒

体での住民基本台帳調製も実

施する。

8
行方不明者相談

体制の整備

実施年度
目標値番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値 所管課名
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

10

情報システムに

係る業務継続計

画の見直し

上位計画である「豊川市役所

地震対策業務継続計画」との

整合を図る必要が生じている

ため、令和３年度に統合を図

ることを目標とする。

業務継続計画の見直

し

見直し(統合)

【R3】
見直し 検証 検証 検証 検証

見直し

(統合)
検証 検証

上位計画である

「豊川市地震対策

業務継続計画」へ

の統合

情報システム課

11

豊川市下水道事

業業務継続計画

の見直し

災害時、市民生活にとって重

要なライフラインの一つであ

る下水道施設の機能を維持ま

たは早期回復することを目的

として、平時から災害に備え

るための業務継続計画を策定

する。

業務継続計画の見直

し
検証【R3】 策定 検証 検証 検証 検証 検証 検証 検証 必要に応じて修正

下水管理課

下水整備課

12

保育士・保育園

児の防災意識の

向上

保育所における実行性の高い

避難訓練の定期的・継続的な

実施及び内容の見直し等によ

り、保育士・保育園児の防災

に対する意識の高揚を図る。

毎月1回、各保育所で実施。

避難訓練等防災活動

訓練等の回数

12回【R3】

令和4年3月までの

実施見込み数

12 12 12 12 12 12 12 12 12回／年【R5】 保育課

所管課名番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
実施年度

目標値
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

13
電算室の床免震

化

災害時にサーバやネットワー

クシステムが揺れにより崩壊

し、業務の継続が困難になる

ことを防ぐため、電算室の床

を免震化する

電算室床免震化工事

の実施
工事完了【H30】 工事完了 工事完了【H30】 情報システム課

14
非常用蓄電シス

テムの設置

災害時にサーバやネットワー

クシステムを稼動させるた

め、不測の電源障害に備える

無停電電源装置を導入する

非常用蓄電システム

設置工事の実施
工事完了【R1】 工事完了 工事完了【R1】 情報システム課

15

赤塚山公園の再

整備による空間

形成

赤塚山公園は、大規模自然災

害発生時、災害復旧活動の拠

点として重要な役割を果たす

オープンスペース候補地とし

て指定されている。そのた

め、老朽化した広場・施設等

を再整備し、災害対策用公共

空地を確保する。

赤塚山公園の再整備

率（総事業費ベー

ス）

49%【R3】

(再整備率)
― ― ― ― 7 49 90 100 100%【R5】 公園緑地課

16

豊川公園の再整

備による空間形

成

広域避難場所に指定されてい

る豊川公園において、大規模

自然災害発生の際、救助・救

急、医療活動等を迅速に行う

ことができる公共空地を確保

するため、広場・施設等の再

整備を行う。

豊川公園の再整備率

（総事業費ベース）

22%【R3】

(再整備率)
― ― ― ― 3 22 44 100 100%【R5】 公園緑地課

17

(新規)豊川市廃

棄物処理事業継

続計画の策定

災害時、市民生活にとって重要な

ライフラインの一つである廃棄物

処理事業の機能を維持または早期

回復することを目的として、平時

から災害に備えるための事業継続

計画を策定する。

また、廃棄物処理事業従事者の計

画策定を支援する。

事業継続計画の策

定、見直し
検討【R3】 ― ― ― ― ― 検討 策定 検証 必要に応じて修正 清掃事業課

実施年度
目標値 所管課名番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
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【４】大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

４－１　電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

防災情報伝達シ

ステムの見直

し・更新・再構

築

１－６－５を再掲

2

災害用ホーム

ページ予備サー

バの設置

１－６－６を再掲

４－２　テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

とよかわ安心

メールの登録推

進

１－６－１を再掲

所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

目標指標
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【５】大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

５－１　サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

企業との情報交

換会、防災訓

練、防災研修会

の実施

主に市内企業を対象として、

防災情報を発信するととも

に、防災訓練や防災研修会を

実施する。

企業との情報交換

会、防災訓練、防

災研修会の実施回

数

１回【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 企業立地推進課

2

事業所業務継続

計画の策定支援

の実施

災害時、中小企業の損害を最

小限に留め、事業継続や早期

復旧を可能とする事業所業務

継続計画（BCP)の策定を目的

として、BCP策定に関する支

援策の情報収集及び提供、周

知をする。

講演会等の周知実

施
１回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 1回／年【R5】

商工観光課

防災対策課

５－２　社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

緊急輸送路や幹

線道路ネット

ワークの整備

１－３－８再掲

2 市道の整備 １－３－９再掲

3 無電柱化の推進 １－１－２２再掲

所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

目標指標
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５－３　陸・海の基幹的交通ネットワークの機能停止

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

臨港道路東三河

臨海線の事業化

に向けた要望活

動の実施

御津１区と２区をつなぐ臨港

道路東三河臨海線の事業化

等、三河港港湾計画に基づく

港湾施設の整備を、三河港振

興会を通じて国、県に要望す

る。

臨港道路東三河臨

海線の事業化に向

けた要望活動

国4回【R3】

県2回【R3】
実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 企業立地推進課

2

緊急輸送路や幹

線道路ネット

ワークの整備

１－３－８再掲

3 市道の整備 １－３－９再掲

4
愛知御津駅に自

由通路等を建設
１－３－１０再掲

5 無電柱化の推進 １－１－２２再掲

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標
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５－４　食料等の安定供給の停滞

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

緊急物資管理シ

ステム操作訓練

の実施

物資調達班としての体制強化

を図ることを目的として、緊

急物資等の管理のために使用

する緊急物資管理システムの

運用（操作）訓練を実施す

る。

緊急物資管理シス

テム操作訓練の実

施

1回【R3】 1 1 0 0 1 1 1 1 １回／年【R5】 防災対策課

商工観光課

2
家庭内食糧備蓄

の促進

各家庭３日分以上（可能な限

り１週間分程度）の家庭内備

蓄品の確保を目的として、防

災講話、防災啓発パンフレッ

ト配布やメディアを活用して

の啓発を実施し、自助の促進

を進める。また、賞味期限が

１年未満となった市が保有す

る水、食糧等の備蓄品を自主

防災会等が行う防災訓練等で

実際に試食してもらうなど、

有効活用して家庭内備蓄品の

ＰＲを実施する。

家庭内備蓄の促進 実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 防災対策課

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名目標指標
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【６】大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、

　　　これらの早期復旧を図る

６－１　電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガスサプライチェーンの機能停止

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

住宅用太陽光発

電システム設置

補助の実施

家庭用の太陽光発電システム

外４種類の地球温暖化対策施

設の設置に対し補助をする。

住宅用太陽光発電シ

ステム設置費補助件

数

78件【R1】 154 153 155 78

150件／年

※令和元年度で補助

事業終了

環境課

2

豊川石油業組合

と連携した情報

伝達訓練の実施

災害対策本部の機能確保や消

防・救急車両及び、公用車の

燃料確保を目的として、豊川

石油業協同組合と連携し、燃

料供給方法の調整、情報伝達

訓練等を実施する。

豊川石油業組合と連

携した情報伝達訓練

の実施

0回【R3】 1 1 1 1 0 0 1 1 1回／年【R5】 防災対策課

3

公共施設への太

陽光発電施設等

の設置

地震発生時の停電に備え、避

難所となる公共施設の電力確

保を目的として、公共施設の

新築・増改築時において太陽

光発電設備及び蓄電池を設置

する。

公共施設への太陽光

発電施設等の設置
計8箇所【R3】

計5箇所

(蓄電池

なし)

2箇所

計７箇所

1箇所

計８箇所
検討 検討

計8箇所【R5】

（令和２年度からは蓄電池

を併設）

R2:こざかい葵風館、

古宿地区市民館

R3:平尾地区市民館

環境課

防災対策課

ソーラー照明灯の配

備

計7箇所【R3】
(ソーラー照明灯)

― 4箇所 5箇所 6箇所 7箇所 7箇所 8箇所 9箇所 計9箇所【R5】
(ソーラー照明灯)

公園緑地課

防災対策課

ソーラー電波時計の

配備

計16箇所【R3】

(ソーラー電波時計）
― 13箇所 14箇所 15箇所 16箇所 16箇所 18箇所 20箇所

計20箇所【R5】

(ソーラー電波時

計）

公園緑地課

防災対策課

5

住宅用リチウム

イオン電池設置

補助の実施

家庭用のリチウムイオン蓄電

池の設置に対し補助をする。

住宅用リチウムイオ

ン蓄電池設置費補助

件数

60件【R3】 20 40 40 40 60 60 75 75 75件／年 環境課

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

4

ソーラー照明

灯・ソーラー電

波時計の配備

地震により停電が生じた場合

でも、避難者が安心できるよ

う、新規に指定する避難地や

既存の避難地の照明灯・時計

を改修する際には、ソーラー

照明・ソーラー電波時計を配

備する。

目標値目標指標
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

6

住宅用地球温暖

化対策設備一体

的導入設置補助

の実施

家庭用の①太陽光発電システ

ム②HEMS③蓄電池等の一体

的導入設置に対し補助をす

る。

住宅用地球温暖化対

策設備一体的導入設

置費補助件数

30件【R3】 10 20 30 30 30 30件／年 環境課

7 無電柱化の推進 １－１－２２再掲

8

ドローン災害対

応システムの構

築と運用

１－６－８再掲

アクション内容 目標指標 現状値
実施年度

目標値 所管課名番号 アクション名

31  



６－２　上水道等の長期間にわたる機能停止

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
水道施設の老朽

化対策の推進

被災時の給水拠点となる配水

池の耐震性を強化するととも

に、水道配水管において強度

が低下している老朽管の更新

を推進する。

重要給水拠点までの

管路の耐震化箇所数
1/7箇所【R3】 1/7 検討 検討 検討 検討 検討 2/7箇所【R7】 水道整備課

2
水道施設の耐震

化対策の推進

非耐震性配水池の解消を図

る。

非耐震性配水池の解

消箇所数
1/3箇所【R3】 0/3 1/3箇所【R3】 2/3箇所【R4】 3/3箇所【R9】 水道整備課

６－３　汚水処理施設等に長期間にわたる機能停止

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
マンホールトイ

レの整備

大規模地震における避難所の

トイレ数不足に対応していく

ことを目的として、市内小中

学校（小坂井中を除く）及び

こざかい葵風館に災害用マン

ホールトイレを整備する。

マンホールトイレの

設置施設数

35校185基

（小中学校）

1施設10基

【R2】

６校

39基

９校

56基

８校

39基

７校

31基

5校(20基)

1施設(10基)

30基

35校185基

（小中学校）

1施設10基

【R2】

下水整備課

防災対策課

2
下水道管の耐震

化率の向上

災害時の下水道施設の機能停

止による公衆衛生問題や破損

による交通障害の発生を防止

するため、下水道施設の耐震

化及び老朽化した下水道管の

更新を推進する。

下水道管の耐震化率 39.3％【R3】 36.7 36.7 36.9 37.4 38.6 39.3 39.3％【R3】 下水整備課

3

農業集落排水施

設の耐震化等の

推進

農業集落排水施設の耐震性や

老朽化状況等の診断を実施

し、これに基づく耐震化対

策、老朽化対策を推進する。

農業集落排水施設の

機能診断の実施件数
4【R1】 0 検討 検討 4 ４件【R1】 下水整備課

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名目標指標
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６－４　地域交通ネットワークが分断する事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

緊急輸送路や幹

線道路ネット

ワークの整備

１－３－８再掲

2 市道の整備 １－３－９再掲

3
愛知御津駅に自

由通路等を建設
１－３－１０再掲

4 無電柱化の推進 １－１－２２再掲

5

ドローン災害対

応システムの構

築と運用

１－６－８再掲

６－５　異常渇水等による用水の供給の途絶

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名目標指標
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６－６　避難所の機能不足等により避難者の生活に支障が出る事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
自主防災会活動

費の補助

各自主防災会が整備する災害

用備蓄品や資機材・防災倉庫

についてその購入支援を行

う。

自主防災会活動費補

助件数

36自主防災会

【R3】
43 43 53 36 27 36 55 55 55自主防災会【R5】 防災対策課

2

避難行動要支援

者等への支援体

制の整備

避難行動要支援者登録制度の

普及・啓発活動を推進する。

避難行動要支援者登

録数

1,842人【R3】

※8/1報告実績
― 2,269 2,166 1,979 1,970 1,842 継続実施 継続実施 継続実施

介護高齢課

福祉課

3

コミュニケー

ション支援ボー

ドの作成

高齢者や障害者、外国人など

要配慮者が円滑に情報提供で

きるようコミュニケーション

支援ボードを作成し、避難所

の生活支援を推進する。

コミュニケーション

支援ボード設置箇所

数

115箇所【R3】
避難所・福祉避難所に設

置（115ヶ所）

― 115 115 115 115 115 115 115 115箇所【R5】 防災対策課

4

点字版コミュニ

ケーション支援

ボードの作成

視覚障害者が円滑に情報提供

できるよう点字版コミュニ

ケーション支援ボードを作成

し、避難所の生活支援を推進

する。

点字版コミュニケー

ション支援ボードの

設置箇所数

115箇所【R3】
避難所・福祉避難所に設

置（115ヶ所）

― ― 115 115 115 115 115 115 115箇所【R5】 防災対策課

飲料水の購入本数

34,824本

（5年保存）

【R3】H30~R3

4,920 8,832 7,344 10,080 8,328 9,072 7,344 10,080 34,824本【R5】 防災対策課

飲料水兼用耐震性貯

水槽の維持管理
9基【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 ９基【R5】 水道整備課

応急給水用タンクの

配備
8基【R3】 配備 配備 配備 配備 配備 配備 配備 配備 ８基【R5】 水道整備課

災害時の飲料水などの確保を

目的として、飲料水(500ml)の

備蓄を確保し、飲料水兼用耐

震性貯水槽設置数の検討及び

応急救急用タンクの配備をす

る。

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名目標指標

5
飲料水及び生活

水の確保
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

障害者対象の避難所

体験訓練の実施
０【R3】 0 0 0 0 0 0 1 1 １回／年【R5】

福祉課

防災対策課

ヘルパー事業所等の

避難所体験訓練の実

施

０【R3】 0 0 0 0 0 0 1 1 １回／年【R5】
福祉課

防災対策課

避難行動要支援者に

対する情報伝達訓練

の実施

０【R3】 0 0 0 0 0 0 1 1 １回／年【R5】

福祉課

介護高齢課

防災対策課

電子＠連絡帳の活用 実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 介護高齢課

8

福祉避難所運営

マニュアルの見

直し

福祉避難所が円滑に運営でき

ることを目的として策定した

福祉避難所運営マニュアル

を、障害者団体など当事者の

意見を反映させながら、実施

する。

福祉避難所運営マ

ニュアルの見直し
改定【R3】 見直し 見直し 改定 改定 検討 改定 検討 検討 必要に応じて修正

福祉課

介護高齢課

実施年度
目標値 所管課名

6
福祉避難所体験

の実施

様々な障害を持つ方の防災意

識を高めるとともに、それを

支える支援者との連携を目的

として大規模災害発生時に特

別な配慮を要する障害者が利

用する福祉避難所において体

験訓練を実施し、運営体制の

確保をする。

ヘルパー事業所等と連携し、

避難所運営体験を実施する。

番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値

7

避難行動要支援

者の安否確認体

制の充実

避難行動要支援者の安否確認

などを目的として、避難行動

要支援者支援制度登録者を対

象に、自主防災会や民生委員

等の協力を得て、情報伝達、

安否確認、避難誘導を実施す

る。

また、電子＠連絡帳を活用

し、介護事業者等と災害時に

必要な情報の共有を図る。
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

9

男女共同参画の

視点での防災意

識、防災知識の

向上

災害時の避難所運営等に、男

女共同参画の視点での取り組

みが必要になるため、防災冊

子を作成し、各施設に設置・

配布する。

男女共同参画の視点

を取り入れた防災冊

子の作成部数

2,000部【R3】 ― 7,000 ― 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000部/年 防災対策課

10
ソーラー発電機

の配備

発災初期の停電に対応するた

め、避難所（小中高40箇所）

にソーラー発電機を配備す

る。

ソーラー発電機の配

備
40箇所【R3】 － 40 40 40 40 40 40 40 40箇所【R5】 防災対策課

11

地区市民館への

太陽光発電設備

の設置

災害時の停電など非常時に備

え、避難所となる地区市民館

の電力確保を目的に、太陽光

発電設備及び蓄電池を設置す

る。

地区市民館への太陽

光発電設備の設置

（平尾・古宿地区市

民館）

2施設【R3】
（R2:古宿地区市民館）

（R3:平尾地区市民館）

1

(古宿)

1

(平尾)
計2箇所【R3】 市民協働国際課

12

定員29名以下の

高齢者施設等の

大規模修繕及び

非常用自家発電

設備等整備補助

の実施

地域介護・福祉空間整備等施

設整備交付金を活用し、民間

事業者が設置している豊川市

内所在の認知症高齢者グルー

プホーム等に大規模修繕及び

非常用自家発電設備の整備に

補助金を支出し、大規模停電

時に医療的配慮が必要な入所

者等や地域住民の安全を確保

する。

定員29名以下の高

齢者施設等の大規模

修繕及び非常用自家

発電設備整備補助

計６事業所

【R3】
― ― ― 4

1

(計5)

1

(計6)
継続実施 継続実施 継続実施【R5】 介護高齢課

実施年度
目標値 所管課名番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

13

屋内運動場トイ

レの洋式化等整

備

避難所生活に必要な機能を確

保するため小中学校屋内運動

場トイレの整備を行う。

トイレ洋式化等整備 設計【R3】 調査 設計 7 9 8校/年【R7】 教育庶務課

14

公園施設長寿命

化対策事業の推

進

緊急避難場所に指定されてい

る都市公園内において、生活

及び救助活動等に支障をきた

すことが無いよう、都市公園

施設長寿命化計画に基づき施

設の改修を行う。

施設改修を行う公園

数

12公園

【R3】
6 17 9 10 10 12 10 10

10公園/年

【R5】
公園緑地課

15

公園施設安全・

安心対策事業の

推進

緊急避難場所に指定されてい

る都市公園内において、施設

の機能不足等により避難者の

生活に支障が出ないよう、便

所等のバリアフリー化を行

う。

便所等のバリアフ

リー化を行う公園数

1公園

【R3】
3 3 4 3 6 1 2 2

2公園/年

【R5】
公園緑地課

16

（新規）避難所と

して使用されてい

る４（牛久保・豊

川・八南・御油）

生涯学習センター

の改修・改築工事

避難所施設の長寿命化などに

取り組むとともに、利便性の

向上を図る。

生涯学習センターの

改修・改築工事
０【Ｒ３】 0

1
（牛久保）

0

１か所【Ｒ４】

１か所【Ｒ６】

１か所【Ｒ８】

１か所

【Ｒ11~R12】

生涯学習課

番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
実施年度

目標値 所管課名
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

（新規）環境省

中部地方環境事

務所等と連携し

た情報伝達訓練

への参加

災害応急対応期の混乱を緩和

させる体制の構築及び災害対

応力の向上を図るため、環境

省中部地方環境事務所等とと

もに、連携体制の強化、情報

伝達方法の確認を行う。

中部ブロック情報伝

達訓練への参加
1回【R3】 1 1 1 1 1 1

継続

参加

継続

参加
継続参加 清掃事業課

2

（新規）災害時

におけるし尿処

理施設の自立稼

働に向けた自家

発電設備等整備

停電時におけるし尿処理業務

の停止を回避するため、施設

の自立稼働に向けた自家発電

設備等の整備を検討する。

自家発電設備等の整

備方針の決定
未整備【R3】 ― ― ― ― ― ―

調査

検討

調査

検討
整備方針決定【R6】 清掃事業課

６－７　廃棄物処理事業の長期間にわたる機能停止

番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
実施年度

目標値 所管課名
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【７】制御不能な二次災害を発生させない

７－１　市街地での大規模火災の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
防災ドローン航

空隊の結成
２－２－１再掲

2
密集市街地整備

の促進
１－１－３再掲

3
土地区画整理事

業の推進
１－１－５再掲

７－２　海上・臨海部の広域複合災害の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

臨港道路東三河

臨海線の事業化

に向けた要望活

動の実施

５－３－１再掲

所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値

実施年度

目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

目標指標
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７－３　沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1 無電柱化の推進 １－１－２２再掲

７－４　排水機場等の防災施設、ため池等の損壊・機能不全による二次災害の発生

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
農業用ため池ハ

ザードマップの
１－５－２再掲

2
農業用ため池の

耐震化等の整備
１－５－３再掲

７－５　有害物資の大規模拡散・流出

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

７－６　農地・森林等の荒廃による被害の拡大

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

７－７　風評被害等による地域経済等への甚大な影響

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

所管課名番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

目標指標

所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標

目標指標
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【８】大規模自然災害発生後であっても、人口や企業の流出を回避し、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

８－１　大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

豊川市災害廃棄

物処理計画の策

定

豊川市災害廃棄物処理計画を

策定し、教育・訓練による人

材育成等を行い、災害廃棄物

処理体制の充実を推進する。

災害廃棄物処理計画

の策定
検証【R3】 策定 検証 検証 検証 検証 検証 検証 検証 必要に応じて修正 清掃事業課

2

（新規）災害廃

棄物等処理対応

初動マニュアル

の策定

災害廃棄物の迅速かつ適正な

処理を目的として、災害対応

初動期の業務に係るマニュア

ルを策定する。

災害廃棄物等処理対

応初動マニュアルの

策定

検証【R3】 ― ― ― 策定 策定 検証 検証 検証 必要に応じて修正 清掃事業課

８－２　道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、ボランティア、労働者、地域に精通した技術者等）や物資等の不足により復旧・復興が

　　　　大幅に遅れる事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

市職員の被災建

築物応急危険度

判定士の養成と

実施体制の整備

市職員のうち被災建

築物応急危険度判定

士数

57人【R3】 ― 32 46 53 52 57 現状維持 現状維持 現状を維持 建築課

2

市職員の被災宅

地危険度判定士

の養成と実施体

制の整備

市職員のうち被災宅

地危険度判定士数
56人【R3】 ― 53 55 55 56 56 現状維持 現状維持 現状を維持 道路河川管理課

3

豊川市地震対策

業務継続計画の

策定・見直し

３－２－１再掲 防災対策課

目標指標

被災した住宅や宅地の危険度

判定を的確に実施するため被

災建築物応急危険度判定士や

被災宅地危険度判定士の養成

を推進するとともに、訓練等

の実施により、実施体制の整

備を推進する。

所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値目標指標
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

4
防災センターの

建設
３－２－２再掲 防災対策課

5

防災ボランティ

アコーディネー

ターの養成

災害時、被災者の様々なニー

ズを手助けするボランティア

を受け入れるボランティアセ

ンターの運営を担う防災ボラ

ンティアコーディネーターの

養成を推進する。

防災ボランティア

コーディネーター養

成講座の修了者数

363人【R3】 327 363 363 403 403人【R4】
防災対策課

市民協働国際課

８－３　地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

とよかわ防災

リーダー（女性

防災リーダー含

む）養成講座の

実施

１－１－１０再掲

2
町内会への加入

率の向上

地域コミュニティである町内

会の大規模災害発生時の対応

力を向上させることを目的

に、町内会への加入を促進す

る。

町内会加入率 69.7％【R3】 74.1 73.2 72.3 71.0 70.0 69.7 － 67.3 67.3％【R5】 市民協働国際課

3
防災訓練の自主

実施率の向上

災害時の減災効果を目的とし

て、各自主防災会が防災リー

ダーを中心として自主的に防

災訓練を実施できるように指

導する。

自主実施割合の向上 88.2％【R3】 73.7 81.4 94 91 98.5 88.2 91 91 91％【R5】
消防本部予防課

防災対策課

目標指標 所管課名目標値

実施年度
目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

4
実践的な防災訓

練の実施

災害時に適切な行動がとれる

体制整備を目的として、より

実効性の高い津波避難訓練及

び避難所運営訓練、防災ボラ

ンティアコーディネーターに

よる災害ボランティアセン

ター開設運営訓練、水防訓

練、総合防災訓練及び災害対

策本部設置運営訓練など、実

践的な防災訓練を実施しま

す。また、避難所の運営を気

軽に模擬体験できるゲーム

「避難所運営ゲーム（ハグ・

ＨＵＧ）」も実施する。

実践的な防災訓練の

実施
実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】

消防本部総務課

防災対策課

5
水道防災訓練の

実施

災害時、市民生活にとって重

要なライフラインの一つであ

る水道施設の機能を維持また

は早期回復を目的として、災

害を想定した職員参集訓練及

び被害調査訓練、応急給水訓

練等実践的な防災訓練を実施

します。また、応急給水訓練

等には関連町内会に協力を要

請し、訓練の参加や防災意識

の改革に努める。

水道防災訓練の実施 1回【R3】 1 1 1 1 1 1 1 1 1回/年【R5】
水道業務課

水道整備課

6
自主防災会への

支援の強化

地域地域防災力のさらなる強

化を目的として、各自主防災

会が購入する備蓄品などを補

助します。なお、補助率と補

助金額の上限を期間限定で

（平成２８年度から平成３０

年度まで）引き上げる。

自主防災会活動費補

助
実施【R3】 実施 実施 実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施【R5】 防災対策課

実施年度
目標値 所管課名番号 アクション名 アクション内容 目標指標 現状値
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８－４　基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1

震災復興都市計

画マニュアルの

策定

愛知県が策定した震災復興都

市計画の手引きを活用し、本

市の実情に応じた震災復興都

市計画マニュアルの策定・検

証を行う。

震災復興都市計画マ

ニュアルの策定
検討【R3】 検討 検討 検討 検討 検討 検討 検討 検討 未定 都市計画課

８－５　被災者の住居確保等の遅延により生活再建が遅れる事態

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1
応急仮設住宅候

補地の確保

応急仮設住宅を迅速に提供す

るため、あらかじめ住宅建設

に適する建設用地を選定・確

保することで、迅速な応急仮

設住宅建設に対する取組を推

進する。

応急仮設住宅建設候

補地数

3箇所（404

戸）【R3】
曙グラウンド、南山グラ

ウンド、小坂井拠点避難

地

3箇所

（404戸）
検討 検討 検討 検討 検討 検討 検討

計6箇所

（652戸）

【R8】

建築課

2

市職員の被災建

築物応急危険度

判定士の養成と

実施体制の整備

８－2－１再掲

3

市職員の被災宅

地危険度判定士

の養成と実施体

制の整備

８－２－２再掲

目標指標

目標指標 所管課名目標値

目標値 所管課名

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度
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